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成 12 年 11 月 30 日に、「特定目的会社による特定資産の流動化に関する法律」は、「資産の流動化に関す
る法律」に法律名を改められ施行されることとなった。 






















なされておらず、信託業務の発展を阻害していたとも考えられる。そこで、平成 16 年 12 月に、信託業
法が大幅に改正された。この改正は、受託可能財産の拡大、信託会社等の信託業務の担い手の拡大、参
入基準等の設定、信託代理店制度及び信託受益権販売制度の創設から解るように、信託サービスの窓口
の拡大を目的として改正されたのである。続いて、信託法の改正についても検討され、平成 17 年 7 月 15
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日に、法制審議会信託法部会から「信託改正要綱試案」が公表された。その後、パブリックコメントを
要請し、平成 18 年 3 月 13 日に、信託法案及び「信託法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律案」
が 164 回通常国会に提出されたが成立には至らなかった。成立に至らなかった理由として、実質的審議
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は確定日付のある内容証明郵便等の書類)による受益者への通知を要する(信託法第 2 条)。 
ロ、信託に係る債務の引受けに係る債権者だけではなく、委託者の債権者を害する目的の場合は委託者
の債権者も詐害信託取消訴訟を提起することなく信託財産に対して強制執行等を認めている(信託












利益を交付 受益者 委託者＝受託者 
信 託 行 為
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イ、名称を付して登記を要すること(信託法第 216 条、217 条)。 
ロ、取引先へのその旨を明示すること(信託法第 219 条)。 
ハ、給付可能額を超えて受益者に分配はできない(信託法第 225 条)  



























権限が付与されている(信託法第 27 条、40 条、44 条、58 条)。また、公序良俗に反する目的を除いて特
段の制限はないが、信託された財産の流通を阻害しないように一般財団と親近性はないとして、目的信






























- 68 - 
注 
(1) 田邉昇著『新版 投資ファンドと税制－集団投資スキーム課税の在り方－』弘文堂 平成 18 年 3 頁。 




(4) 鯖田豊則著『信託の会計と税務』税務経理協会 平成 19 年 9 頁。 
(5) 道垣内弘人「信託法改正と実務」ジュリスト 1322 号 2 頁。 
(6) 中田裕康「わが国における信託法制の発展と改革」税研 No.132 16 頁。 










(12) 金子宏、岡正晶、道垣内弘人、佐藤英明座談会「信託法制と信託税制の改革」税研 No.133 4 頁。 
(13) 道垣内弘人「新信託法によって認められた新たな信託の形態」税研 No.132 28～29 頁。 
(14) 平川忠雄編著『新しい信託の活用と税務・会計』ぎょうせい 平成 19 年 43 頁。 
(15) 道垣内弘人 前掲稿 29 頁。 
(16) 道垣内弘人 同上稿 30 頁。 
(17) 平川忠雄編著 前掲書 48 頁。 
 
 
 
